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１．アンケートについて
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 目的：脱炭素取組宣言事業者の脱炭素化を更に後押しするため、

今後の支援施策の立案の検討に活用します。

 期間：令和７年11月21日（水）～12月８日（月）

 対象：11/21 8:30時点で宣言済みの事業所の皆様

 方法：横浜市電子申請・届出システムによる

 回答率（回答数）：36.9％（2198件）
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■宣言した理由 ■行政に期待する支援
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

地球温暖化対策に寄与できる

企業価値の向上につながる

光熱水費等のコスト削減が期待できる

補助金等の制度が利用できる

ロゴマークや宣言書が利用できる

取引先から脱炭素化・見える化を求められている

金融機関等から脱炭素化・見える化を求められている

人材確保につながる

総合評価落札方式で加点される

その他

59.5%

58.9%

27.9%

23.4%

19.0%

15.5%

13.1%

8.7%

8.4%

7.5%

6.7%

1.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

脱炭素化の取組に関する情報の提供

設備投資に関する補助制度

省エネ診断、排出量の見える化支援・補助

脱炭素化に関する融資制度

脱炭素化、脱炭素経営に関する相談支援

社員教育の支援

PRグッズ（脱炭素ステッカー等）の追加配付

脱炭素化に関する自社取組の広報支援

他の宣言事業者との交流会や勉強会の開催

脱炭素化の取組に対する表彰制度

脱炭素化の取組を進めるための人材確保支援

その他

• 宣言をした理由について、「地球温暖化対策に寄与できる（73.5％）」と回答した事業所が一番多く、次いで「企業価値の向上につながる（55.6％）」、
「光熱水費等のコスト削減が期待できる（51.7％）」となった。

• 行政に期待する支援として、半数以上の事業所が「情報提供（59.5％）」、「設備投資に対する補助（58.9％）」と回答した。



■宣言後に強化した取組 ■宣言後の意識の変化や効果などの実感
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[意識変化]社員の意識が向上した

[効果]エネルギーコスト削減

[意識変化]社外PR機会の増加

[効果]企業イメージが向上した

[効果]外部からの評価

[効果]人材確保や定着

その他
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★新たに(1)～(15)のいずれかに取り組んだ割合

(1)こまめな消灯などの身近な省エネ行動

(2)エアコンの適切な温度設定、フィルター掃除等

(3)公共交通機関の利用、エコドライブの実践

(4)LEDなど高効率照明への切替え

(5)環境負荷の少ない資材等の優先購入や使用

(6)専門家による省エネ診断の受診

(7)生産設備の稼働時間や運用方法の改善

(8)CO２排出量の把握・管理サービスの利用

(9)再生可能エネルギーを電源とした電力プラン契約

(10)省エネ設備・高効率機器への切替え・導入

(11)電気自動車・ハイブリット車などの導入

(12)太陽光発電設備の導入、蓄電池の設置

(13)自社所有の建物の省エネ改修

(14)省エネ性能の高い建物への建替え・新設

(15)その他の取組

(16)宣言時と取組内容に変化はない

■変化がない理由

■変化の内容

あった
62%

なかった
38%

45.5%

31.0%

23.5%

14.1%

12.7%

4.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

すでに十分な取組を行っている

人的・予算的なリソース不足

他の業務が優先されている

具体的な方法が分からない

効果的な支援策や制度がない

その他

• 宣言後に強化した取組が「ある」と回答した事業所は91.9％となった。
• 宣言後の意識の変化や効果について、「あった」と回答した事業所は62％で、そのうち68.5％が「社員意識の向上」を実感している。
• 宣言後の変化がない理由のうち、「すでに十分な取組を行っている（45.5％）」が一番多く、次いで「人的・予算的なリソース不足

（31.0％）」となった。
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２．調査結果概要
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• 自社の温室効果ガスの排出量について、把握しているのは13％、把握していないのは64％となった。
• 把握方法については、「自社でチェックシートを作成（58％）」が一番多い。
• 把握している現時点と１年前の温室効果ガス排出量を比較すると、「減少している（47.9％）」が一番多い。

■自社の温室効果ガスの排出量を把握していますか？

■把握している現時点と１年前のCO2換算の温室効果ガス排出量

■温室効果ガス排出量の把握方法

把握している
13%

把握していない
64%

わからない
23%

エクセル等自社で
チェックシートを作成

58%

日本商工会議所等のセルフ
チェックシートを活用

10%

有料の見える化ツール
やシステムを導入

19%

その他
13%

減少している, 
47.9%

増加している, 
10.0%

変わらない, 
31.8%

わからない, 
10.4%
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■LED照明への切り替えを行っていますか？■2027年末までに、一般照明用の蛍光灯の
製造・輸出入が終了することを知っていますか？

はい,  81%

いいえ,  19%

35.6%

44.9%

7.4%

10.0%

2.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

事業所・工場・店舗などすべての照明のLED化を

完了している

事業所・工場・店舗など一部の照明のLED化を

完了している

現時点では、まったく切り替えていない

テナントで事業を営んでいるため、

自社では切り替えできない

わからない

• 2027年末までに、一般照明用の蛍光灯の製造・輸出入が終了することは81％が知っていた。
• LED照明への切り替えは、すべて完了しているのは35.6％、一部を完了しているのは44.9％となった。
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